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　植物防疫法は、輸出入植物及び国内植物を検疫し、並び
に植物に有害な動植物を駆除し、及びそのまん延を防止し、
もって農業生産の安全及び助長を図ることを目的とした法
律です。
　国内に存在しない、若しくは国内の一部に存在する病害
虫の侵入・まん延防止を図るための輸入・国内検疫や、国
内に存在する病害虫の防除を図るための国内防除、輸出先
国・地域の要求に応じた検査を行う輸出検疫等について定
められています。
　近年、温暖化等による気候変動、人やモノの国境を越え
た移動の増加等に伴い、有害動植物の侵入・まん延リスク
が高まっています。また、化学農薬の使用に伴う環境負荷
低減が国際的課題とされ、有害動植物の発生の予防を含め
た農薬だけに頼らない総合的な防除への移行・普及が急務
となっています。
　このような状況を踏まえ、国は有害動植物の国内外にお
ける発生の状況に対応して植物防疫を的確に実施するため、
植物防疫法の一部を改正する法律案を第208回国会に提出
し、令和４年４月22日に成立、５月２日に公布されました。
（同法は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内に
おいて政令で定める日から施行されることとされています）
２　法律の概要について
⑴　侵入調査事業の実施及び緊急防除の迅速化

ア　国内に存在することが確認されていない等の有害動
植物の一部を対象に、国内への侵入の状況等を調査す
る事業を法に位置付け。対象有害動植物の侵入等を認
めた者の通報義務を措置。

イ　農林水産大臣が、緊急防除の対象となる有害動植物
について、防除内容等に係る基準をあらかじめ作成し
た場合には、緊急防除を行う際の告示による事前周知
期間を短縮、等。

⑵　発生予防を含めた防除に関する農業者への勧告、命令
等の措置の導入
ア　指定有害動植物に関し、発生の予防を含めた防除を

推進するための　基本指針（国）、計画（都道府県）
の制度を創設。加えて、都道府県知事は、当該計画に
おいて農業者が遵守すべき事項を定めることができる
よう措置。

イ　都道府県知事は、農業者に対し、アの農業者が遵守
すべき事項に即して必要な助言、指導を行うとともに、

それに即した防除が行われず、農作物に重大な損害を
与えるおそれがあると認めるときに勧告、命令を行う
ことができるよう措置。

ウ　指定有害動植物の異常発生時に、都道府県知事は農
業者に対し、アの農業者が遵守すべき事項に即した防
除が行われず、指定有害動植物の急激なまん延を防止
するために必要があると認めるときに勧告、命令を行
うことができるよう措置。

⑶　植物防疫官の検査等に係る対象及び権限の強化
　立入検査、輸出入検疫及び国内検疫並びに緊急防除の
ために講じる措置の対象に農機具等の物品を追加するこ
とができるよう措置し、出入国旅客の携帯品に対する検
査権限を強化。
⑷　輸出検疫体制の整備

　輸入国が輸出国の植物検疫証明を必要としている植物
等の輸出に当たり、農林水産大臣の登録を受けた者が輸
出検査の一部を実施することができるよう措置。
⑸　その他

　有害動植物及び検疫有害動植物の定義を国際基準と整
合的となるよう改正等。
３　今後の取組
　条文では、「都道府県知事は総合防除基本指針に即して、
かつ、地域の実情に応じて指定有害動植物の総合防除の実
施に関する計画（総合防除計画）を定めるものとする」と
されています。
　【総合防除計画で定める事項】
⑴　指定有害動植物の総合防除の実施に関する基本的な事

項
⑵　指定有害動植物の種類ごとの総合防除の内容
⑶　第二十四条第一項に規定する異常発生時防除の内容及

び実施体制に関する事項
⑷　指定有害動植物の防除に係る指導の実施体制並びに市

町村及び農業者の組織する団体その他の農業に関する団
体との連携に関する事項

⑸　その他必要な事項
　このため、国の定める基本指針の内容に注視するととも
に、農業関係機関の皆様の意見を伺いながら計画（都道府
県）の策定を進めてまいります。
� （農産園芸課　橋立　淳志） 
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写真１　初期病斑
（令和４年６月10日、品種：夏扇パワー）

写真３　被害葉内部の白色菌叢
（令和３年９月28日、品種：夏扇４号）

写真２　本病による外葉の折れ
（令和４年６月23日、品種：夏扇パワー）

写真４　被害葉上の菌核
（直径１～７mm薄片状）

（令和４年８月２日、品種：夏扇パワー）

水稲の規模拡大とヒエ等の取りこぼし対策
　水稲の雑草防除では、近年ヒエ等の取りこぼしが目に付
きますが、急速な大規模化による不均一ほ場の発生や除草
剤散布の遅れ等の影響も考えられますので、以下の対策を
検討してください。
　ほ場が不均一であると土壌表面の露出や水深が浅い場所
が生じ、処理後４～５日間の湛水状態を保てず除草効果が
低下するため、ほ場の均平化は必須となります。ほ場の均
平度のチェックと丁寧な耕うん・代かき、必要に応じてト
ラクターダンプ等を使用した土の移動を行います。また、
小動物の穴等による畦畔からの漏水は水持ちを悪くするの
で、あぜ塗りや畦畔シートの活用で対応します。また、必
要により除草剤散布前にほ場の水位チェックも管理作業に
組み込みます。
　高温気象年では、雑草の発生や生育が早まり、今までの
使用時期では取りこぼすことがあります。確実に除草効果
を得るには、雑草をよく観察し、使用適期内で早めに散布
します。� （経営普及課農業革新支援担当　田村　良浩）

植防一口メモ

ネギ小菌核病の発生とその防除対策
１　背　　景
　令和４年６月上旬、村上市の露地夏秋ねぎの連作圃場に
おいて、葉に退色斑を生じる症状が確認されました。同被
害葉からは均一な糸状菌が分離され、分離菌は培地上に菌
核を形成し、本病害を病徴、培養菌叢及び菌核の形態から
ネギ小菌核病と診断しました。また他の県内産地において
も、同様の症状が発生していることを確認しました。そこ
で本稿では発生状況、病徴、生理生態および防除対策につ
いて述べます。
２　発生状況
　ネギ小菌核病の発生報告は、平成６年および７年に北海
道、平成19年に岩手県があります。本県での発生は、平成
21年及び令和３年新潟市西区、今回の村上市の発生事例が
ありますが一部地域に限定されています。しかし、普及指
導センターやＪＡへの照会の結果、同様の症状の発生が新
発田市、聖籠町でも確認されています。さらに、本年７月
に十日町市のねぎ葉先枯れ株から本病原菌が分離されてい
ます。これらのことから、本病はこれまで白斑葉枯病、疫
病等の他病害や生理障害と混同されてきた可能性が高く、
新潟市、村上市及び十日町市以外でも広く県内のねぎ産地
で発生している可能性があます。
３　病徴と診断
　発生初期は葉に退色斑を生じます（写真１）。その後、
急速に病斑が拡大して上部が折れて垂れ下がります（写真
２）。５～７日で葉先まで枯れ上がりますが、葉全体が枯
死し、折れた部分が乾燥枯死しても、葉の先端は水分が保
たれており湿り気があります。生理障害では、一般に先端
は乾燥します。病斑部の表面には菌糸や分生子等は確認で
きませんが、被害葉を裂き内部を観察すると、白色菌糸を
確認できます（写真３）。被害葉や葉鞘に菌核を形成する
特徴があります（写真４）。本病と類似するBotrytis属菌に
よるネギ白斑葉枯病も、同様に菌核を形成しますが、多湿
条件下で灰色のかびを生じる点で本病と区別できます。ま
た、本病により枯死した部分に二次的に葉枯病や黒斑病が

感染する場合があり、生育期の後半はこれらの病害との類
別が困難となります。
４　病原菌と生態
⑴　病原菌　糸状菌の一種で、子のう菌類に属する

Ciborinia alliiです。タマネギ小菌核病菌も同一菌です。
⑵　伝染源　被害部で作られる菌核で越冬し、これが伝染

源となります。菌核は春と秋に子のう盤を形成し、胞子
を飛散させて感染します。阿部ら（2009）によると平均
気温が15℃前後で降雨があると子のう盤が展開して胞子
飛散が始まり感染すると考察しています。県内平坦部に
おいて平均気温15℃前後となるのは５月上旬、10月中旬
頃であり、同時期に降雨・多湿であると感染のリスクが
高まるものと考えられます。

⑶　発病過程　子のう胞子による感染のみで、二次感染は
しません。感染から発病までの潜伏期間は１～２週間で
す。

⑷　その他の発生特徴　子のう盤の成熟は、土壌水分が多
いほどは早まります。
５　防　　除
⑴　耕種的防除
　ア　連作を避ける。
　イ　枯死葉は除去し、圃場外で土中深く埋める。
　ウ　圃場排水を良くして子のう盤の発芽抑制に努める。
⑵　薬剤防除

　本病は、二次感染しないこと、感染葉のみの枯死で留
まることから、薬剤散布は一般に不要と考えられます。
一方、前年多発生したほ場では薬剤防除が必要と考えら
れますが、令和４年８月１日現在、本病に対する登録薬
剤はありません。現在、葉枯病、黒斑病等の他病害で登
録のある数種薬剤が本病の適用拡大に向け試験中です。
試験成績は日本植物防疫協会が運営するJPPネット上で
公開されており、これらの薬剤の早期の登録拡大が望ま
れます。
�  　（園芸研究センター　棚橋　恵）
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み ち く さ

写真１ ウコンノメイガの幼虫（左、中央）と成虫（右）

写真２　大豆の葉巻症状
左　：ふ化後間もない幼虫は２枚の葉が重なった部分に生息する。
中央：�若齢幼虫では、葉の縁をわずかに巻き込んでその内部に生

息して摂食する。
右　：幼虫は成長に伴いより重度の葉巻を作る

図１　年間の発生経過

図２　７月中下旬の降水日数とウコンノメイガ発生面積の関係

図３　７月第６半旬の大豆の草冠高と葉巻数の関係
注１　Ａ地区：ｎ＝20。
　　　Ｂ地区：ｎ＝16。
注２　***は0.1％，**は１％水準で有意な相関関係あり。

山地の野草
（アカソ、カラムシなど）７月：成虫 ９月：成虫

卵→幼虫→蛹→成虫

卵→幼虫→蛹→成虫

大豆害虫ウコンノメイガとその多発生要因

　中山間地農業技術センターでは、うるい、たらのめとい
った山菜や、かぐらなんばんなど地域特産野菜を研究して
います。近年、これらに発生する病害虫が問題となってお
り、当センターでも課題化して取り組んでいますのでご紹
介します。
　かぐらなんばんは中越地域に古くから伝わるとうがらし
ですが、青枯病の発生が問題となっています。中山間地域
では面積の小さい畑が多いため思うように輪作できず、土
壌消毒などは労力がかかり実際に実施するのは難しい状況
です。そこで、青枯病抵抗性台木に接ぎ木することで病害
を回避しようと考え、農研機構が育成した台木品種「台ち
から」を用いた接ぎ木技術を確立しました。本技術により、
自根の発病株率が30～100％だったのに対し、０～30％程
度にまで抑制することができます。
　山菜や特産野菜は知見が少ない分、研究員の創意工夫が
重要となってきます。今後も研究を進め、地域の生産者の
お役に立ちたいと考えています。
� （中山間地農業技術センター　横山　泰之）

１　ウコンノメイガについて
　ウコンノメイガ（チョウ目ツトガ科）は、幼虫が大豆の
葉を巻いて、いわゆる葉巻を作って摂食する大豆の害虫で
す（写真１）。山地の野草群落下で幼虫越冬し、越冬後の
幼虫は山地の野草（アカソ、カラムシなど）で発育し、６
月上旬から下旬にかけて羽
化します（図１）。その後
越冬世代成虫は大豆ほ場に
移動して、大豆の葉裏に産
卵します。そして卵から孵
化した第一世代幼虫が、葉
巻を作りながら葉を摂食し
ます（写真２）。

２　多発要因
⑴　年次間差
　ウコンノメイガの発生量は年次間差が大きいです。年次
間の変動要因として、７月中下旬（主に幼虫期間）の降雨
があげられます。過去20年間のデータを解析すると、７月
中下旬の降水日数が多いほど、甚・多発生面積が多くなる
関係が認められました（図２）。これは幼虫の生存率に湿
度が影響しているためと推察されます。

⑵　ほ場間差
　またウコンノメイガの発生量はほ場間差も大きいです。
ほ場間の変動要因として、大豆の生育量があげられます。
ウコンノメイガによる葉巻被害は、同じ地区内では、生育
が旺盛なほ場ほど多い傾向が認められました（図３）。

ウコンノメイガは、その地区の中で大豆の生育が旺盛なほ
場に集中的に飛来して産卵するため、大豆の生育量が旺盛
なほ場は、ウコンノメイガによる葉巻被害が多くなりやす
いです。
　なおウコンノメイガの発生量は地区間差も見られるので、
過去にウコンノメイガが多発生した地区では、多発生に特
に注意してください。

３　防除対策
　葉巻は通常８月中下旬に最多になり、葉巻被害が多発生
すると子実収量が減少します。葉巻被害を抑えるには、葉
巻の最多時期よりも前に薬剤防除を実施する必要がありま
す。防除効果や散布適期は、殺虫剤の種類により違いがあ
ります。最新の農作物病害虫雑草防除指針や令和３年度研
究成果情報「大豆におけるウコンノメイガの多発生要因と
防除のめやす」https：//www.pref.niigata.lg.jp/site/nari-
outcome-presentation-r03/seika-shosai-r03-10.html を参考
にしてください。
� （作物研究センター　岩田　大介）
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写真１　�発病ほ場における
　　　　エダマメの生育不良株

写真４　罹病葉の症状の退緑斑紋（左）とすす状病斑

写真２　エダマメ根部の黒変症状

写真３　ほ場での発病状況

新潟県で新たに発生が認められた病害虫
　令和３年度に県内で初めて被害が確認され、特殊報とし
て発表した２病害について紹介します。

〇ダイズ黒根病のエダマメにおける初確認
（令和３年８月19日付け特殊報第１号）

１　はじめに
　新潟県はエダマメの作付面積が全国１位と栽培が盛んに
行われています。
　令和３年６月に県内のエダマメ（品種：小平方茶豆、極
早生茶豆、初だるま）ほ場において、地上部の生育が不良
となる症状が発生し、根の生育も悪く、一部の根に黒変症
状が観察されました（写真１、２）。
　新潟県農業総合研究所園芸研究センターで同定した結果、
Thielaviopsis sp. が分離され、県内では未発生のダイズ黒
根病と確認されました。ダイズ黒根病は1977年に北海道十
勝地方のダイズで初めて発生が確認されています。
２　病害の特徴
　この病気は、地下部が黒褐色に変色し、根腐れ症状を起
こし、側根は黒変腐敗して消失します。このため地上部が
生育不良となり、莢数が減少し莢の肥大が悪くなります
（写真１，２）。
　病原菌は、糸状菌の一種で、土壌伝染します。また、罹
病部に厚膜胞子や分生子を形成し、罹病残渣とともに土壌
中に残留し伝染源となります。厚膜胞子は土壌中に長期間
生存が可能となっています。
　本菌は種が同定されていませんが、近縁種のThielaviopsis 
basicolaはナス科、キク科、マメ科、セリ科などの広範囲
な植物に感染する土壌病原菌です。
３　防除対策
　現在、本病に対する登録薬剤はありません（令和４年７
月28日現在）。連作すると土壌中の病原菌の密度が高まる
ため、発生したほ場では連作を避けます。本病の発生が確
認されたほ場で使用したトラクター等の農機具類、長靴な
どは付着した土壌を丁寧に洗浄して、他のほ場に病原菌を
持ち込まないようにしてください。また、明渠を設置する
などして雨による土壌の流出を防止してください。

〇トルコギキョウ斑点病の初確認
（令和３年８月24日付け特殊報第２号）

１　はじめに
　令和３年５月に県内のトルコギキョウにおいて、施設

（ハウス）１棟（約200㎡）で葉にすす状の斑紋が認めら
れました（写真３）。新潟県農業総合研究所園芸研究セン
ターで罹病葉を検鏡したところ、分生胞子の形態から
Pseudocercospora nepheroidesによる、本県未発生の「ト
ルコギキョウ斑点病」と診断されました。本病は平成20年
に福岡県で初確認され、その後令和３年7月現在22県で確
認されています。
２　病害の特徴
 発生初期では、下位葉に
５～10mm程度の退緑斑紋
が確認され、上位葉に進
展します。その後、退緑
斑紋上で小黒点（分生子
座）が多数形成され、灰
色～黒色のすす状の病斑
が生じます（写真４）。
　このすす状病斑を顕微鏡で観察すると、分生胞子の形成
が確認されます。病斑は下位葉を中心に発生しますが、ま
ん延すると上位葉へと進展します。

　品種により発病程度に差があり、他に比べ潜伏期間が長
く発病が少ない品種が確認されています。また病徴には、
以下の３タイプがありますが、品種によってこれらの発生
する割合が異なるとの報告があります。

ア　分生子が形成されずに退緑斑紋のまま。
イ　すす状病斑ができるが退緑斑紋の部分が残っている。
ウ　退緑斑紋の範囲が全てすす状病斑。

　本病は、盛夏を除きほぼ年間を通じて発生します。特に
春から秋の多湿条件下で多発します。生態や生活環につい
ての詳細は不明ですが、育苗中および本ぽで発生し、病斑
上に形成される分生胞子により感染します。現在確認され
ている宿主植物は、トルコギキョウのみです。
３　防除対策
　多湿条件下で発生が助長されるため、施設内の換気を十
分に行ってください。発病葉は見つけ次第速やかに除去し、
登録薬剤で防除を行ってください。耐性菌の発生を防ぐた
め、作用機構の異なる薬剤をローテーション散布してくだ
さい。
　発病が見られる株は二次伝染源となるため、発見次第ほ
場外に持ち出し、土中深く埋める等適切に処分してくださ
い。
� （病害虫防除所　権平　正）
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写真１　ナシ黒星病の病斑（幸水）

図３　発病葉率の推移

図１　黒星病、黒斑病の発生推移（最多発生時）

図２　花葉叢の発病率（5月前半調査）

１　はじめに
　黒星病はナシの重要な病害のひとつで、葉、葉柄、鱗片、
新梢などの部位で発病します。県内のいずれの品種も幼果
期は感受性が高く、感染しやすい特徴があります（写真
１）。多くの品種は生育が進むと感受性が低下しますが、
主要品種では幸水のみが果実肥大後期まで感受性が高い状
態が続きます。

　発病のサイクルは、本県では４月頃から子のう胞子が被
害落葉上で形成され、降雨で十分な水分を得ると飛散して
第一次伝染源になります。鱗片病斑部に形成された分生子
も開花期頃から降雨時に飛散して同様に伝染源となります。
その後に病斑上に形成された分生子が、降雨時に飛散して
二次伝染を繰り返します。
　近年は県内で黒星病の発生が多くなっており、伝染源量
が年々増加傾向で、耐性菌出現の可能性が高まっています。
そこで防除所が調査した黒星病の発生概況と、これから春
までの防除対策について紹介します。
２　黒星病の発生概況
　ナシの病害と言えば以前は黒斑病の割合が高かったので
すが、栽培品種の変更に伴い、平成28年頃から黒斑病の発
生が大きく低下しました。逆に平成29年から黒星病が高く
なっています。特に令和２年と３年は黒星病の発病葉率が
大きく増加しています（図１；県内10～11園地で新梢５本
/園地の全葉数を調査）。

　本年の発病推移を見ると、５月前半調査の花葉叢の発病
率は9.1％と近年類を見ない高さになっています（図２；
県内10～11園地で３～５樹/園地の200花葉叢を調査）。発
病葉率は、５月後半から平年より高くなりました。７月後
半調査では5.7％になり、平年の1.5％より高く、多発生だ
った令和３年よりさらに上回っています（図３；県内10園
地で新梢５本/園地の全葉数を調査、平年は平成24年～令
和３年の平均値）。
　このように春から黒星病の発生が多く、６月21日に注意
報を発表して黒星病の防除の徹底を呼びかけています。
３　気象との関係と今後の発病
　本年の３月から６月は平年に比べて気温が高く、降水量
は平年並から多くなり、黒星病の発病に好適でした。９月
以降に気温が低下して降雨により葉や枝などの濡れる時間
が長くなると、さらなる発病増加が懸念されます。
４　防除対策
　近年の発病増加とそれに伴う越冬菌の増加で、黒星病の
多発循環ができています。これを断ち切る管理として薬剤
散布と耕種的防除が重要になります。
⑴　薬剤防除
　収穫後の防除が重要です。長果枝の鱗片は、秋季に芽内
部の組織肥大が起こり、それに伴い芽内部の生組織が少し
露出します。罹病葉の病斑上に形成された黒星病の分生子
が降雨時に雨水と共に枝を流れ落ちると、鱗片が感染しや
すくなります。
　新潟県果樹振興協会発行の果樹病害虫防除ハンドブック
では黒星病の秋季防除と
して、落葉期の25日前と
10日前にデランフロアブ
ル、アントラコール顆粒
水和剤などの保護殺菌剤
散布を推奨しています
（表）。適期を逃さず、
降雨前防除に努めましょ
う。
⑵　被害落葉の処分
　黒星病に感染した落葉は翌年春の第1次伝染源になりま
す。降雪前までに落葉を処分して越冬伝染源を減らします。
　落葉は園外に持ち出して処分するか、トラクターで土中
に鋤き込みましょう。あらかじめ、モアを用いて葉を細か
く粉砕しておくことがコツになります。処理前に園地周辺
や幹元、支柱あたりに溜まった落葉をブロア等で作業通路
までかき出してから行いましょう。
⑶　鱗片発病芽の除去
　翌春の脱苞期後に園内を見回り、鱗片発病芽を除去しま
しょう。鱗片の発病芽は１年枝の先端に比較的多くあり、
鱗片が脱落せず樹上に残っています。また、発病した葉も
随時取り除きましょう。
� （病害虫防除所下越駐在所　榎田　暢美）

ナシ黒星病の発生概況と防除対策
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写真１　紋枯病の病斑
表１　収量調査結果

図２　発病度の推移

図１　発病株率、病斑高率の推移
注）箱ひげ図はデータのばらつきをわかりやすく表現するための統計図です。
　�　細い棒の上端は最高値、下端は最低値、太い中央の棒は中央値を中心と
する分布を示しています。

編　集　後　記
　一面記事にありますように植物防疫法が改正され、病害
虫・雑草の「発生の予防も含めた農薬だけに頼らない総合
防除への移行」が急務とされ、「防除に関する農業者への
勧告、命令等の措置が導入」されるとのことです。
　新潟県植物防疫協会では、本年６月末に小嶋昭雄氏によ
る冊子「新潟県における水稲害虫勢力の変遷と主要害虫の
発生特徴〔最近80年間の害虫発生の記録〕」を発行しました。
　80年間の害虫の発生変動に関わったであろう事柄が、米
づくり・栽培技術、防除資材・農薬施用技術、発生予察技
術、消費ニーズ等の時代変遷の視点で語られています。
　こうした時間軸の長い発生変動要因の解析は、「農薬だ
けに頼らない総合防除」を考えるうえで大いに参考になる
ものと思います。
　当該冊子は当協会のホームページからダウンロードでき
ます（http://www.niigata-syokubou.or.jp/）。多くの植物
防疫関係者にお読みいただきたくお願い致します。
� （事務局）

１　はじめに
　近年、コシヒカリ以外の業
務用の多収性品種の作付け拡
大が進んでいます。多収性品
種は多肥栽培となるため病害
虫が発生しやすく、とくに紋
枯病の発生が増加し、その防
除対策が課題となっています。
そのため、多収性品種におけ
る紋枯病の発生実態と茎葉散
布剤の防除効果を調査し、効
果的な紋枯病の防除対策を検
討しました。
２　試験
　小千谷市小粟田の「ちほみ
のり」30aほ場にて、実証区（薬剤散布）、対照区（無散布）
を設置し、実証区はバリダシンエアーの８倍液をドローン
で800mℓ/10a散布しました。
３　調査結果
　前年（令和２年）の試験ほ場における紋枯病発生量は発
病株率48％、病斑高率55.3％で伝染源量は多かったと思わ
れました。
　また前年（令和２年）の調査結果から、薬剤の散布時期
は７/27散布より７/13散布のほうが効果が高いことがわか
ったため、令和３年は早めの７/７にドローンによる散布
を行いました。
　７月14日の梅雨明け後、８月９日までほぼ無降雨だった
ため、病斑進展が抑えられました。
　実証区では薬剤散布後発病の停滞が見られ、薬剤散布の
効果が認められました（図１、２）。収量調査の結果から
は、対照区で実証区に比べ4.8％減収していました（表１）。
　令和３年の気象は薬剤の効果が発揮されている期間がほ
ぼ無降雨で、発病進展が抑制されたため、薬剤散布の有無
による発病の差が得られにくい条件であったと考えられま
したが、この調査では出穂期13日前の薬剤散布で防除効果
が認められました。

多収性品種「ちほみのり」における
紋枯病の発生状況と防除のめやすの検討

　新潟県が農作物病害虫雑草防除指針に示している防除の
めやすでは７月10日頃発病株率８％以上では出穂期10日前
頃～出穂期直前、穂揃い期の２回散布、７月20日頃発病株
率10％以上の場合、出穂期10日前頃～出穂期直前に１回散
布を行うとしています。今回の調査結果から、「ちほみの
り」のような早生多収品種についても７月10日頃発病株率
８％以上では１回目（出穂期10日前頃～出穂期直前）の時
期に薬剤散布すると効果があることが確認されました。
� （病害虫防除所　平松　麻美）


